
《ご照会先》日本総研　調査部　主任研究員　枩村秀樹（report＠jri.co.jp、03-3288-4524）

No.2011-003

2011年4月8日

３月景気ウォッチャー調査の評価
～ 震災を受け、家計・企業ともに大幅悪化 ～
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（図表４）製造業ＤＩと鉱工業生産
（季調値）
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（資料）内閣府、経済産業省をもとに日本総研作成

（ポイント） (2005年=100)

（１）震災の影響が反映された３月景気ウォッチャー調査（25～31日調査）では、家計・企業ともに
　　景気判断ＤＩが大幅に悪化。家計部門は前月差▲22.0ポイント、製造業部門は同▲13.7ポイン
　　ト、非製造業部門は同▲19.0ポイントの低下。

（２）家計部門の内訳をみると、高額商品やサービス関連の悪化が顕著。百貨店では前月差▲40ポイ
　　ント、旅行・交通は同▲31ポイント、飲食は同▲28ポイントと急低下。この背景には、被災・停
　　電などを背景とする供給サイドの制約、被災地に配慮した自粛ムードの広がりなど。とりわけ、
　　震災の直接的影響が小さかった地域の現状判断ＤＩも大きく低下していることから、自粛ムード
　　が消費支出を大きく下押している公算大。こうした状況が長引けば、企業業績・雇用者所得の減
　　少を伴った内需主導の景気悪化が強まる恐れ。

（３）一方、製造業の水準判断ＤＩと鉱工業生産との緩やかな相関関係に基づけば、３月の鉱工業生
　　産は前月比▲10％前後落ち込んだ可能性を示唆。判断理由のコメントをみると、自動車・電子部
　　品の生産停止が大きなマイナス影響を及ぼしている模様。

（図表３）家計関連の現状判断ＤＩ

0

10

20

30

40

50

60
北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸近畿

中国

四国

九州

沖縄

２月

３月

（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」

（図表１）現状判断ＤＩ（全国）
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（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」

（図表２）家計関連ＤＩの内訳（全国）
（ポイント）

ＤＩ 前月差

小売関連 27 ▲ 22
商店街・ 一般小売店 24 ▲ 17
百貨店 16 ▲ 40
スーパー 42 ▲ 11
コンビニ エンス ストア 39 ▲ 18
衣料品 専門店 19 ▲ 23
家電 量販店 40 0
乗用車・ 自動車備品 販売店 25 ▲ 32
その他 小売店 25 ▲ 19

飲食関連 16 ▲ 28
サービス 関連 22 ▲ 23

旅行・ 交通関連 10 ▲ 31
通信会社 39 ▲ 15
レジャー 施設関連 20 ▲ 24
その他 サービス 30 ▲ 11

（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」
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